
総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

2
683

3,113

       0.40

3,798

R02年度

1,126

685

0

0

685

685

0
2,123

3,113

       0.40

5,236

R03年度

2,746

2,123

0

0

2,123

2,123

0
0

0

       0.00

0

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

園芸産地の経営安定化。

儲かる産地支援事業補助金（製氷機の導入）を令和４年度
 に繰り越し

・園芸振興に係る負担金補助及び交付金
 ・新作物推進協議会など団体に対する補
助
・残留農薬検査に対する補助など

【令和 2年度　事業内容】

・園芸振興に係る負担金補助及び交付金
 ・新作物推進協議会など団体に対する補
助
・残留農薬検査に対する補助など

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

市の園芸振興のため、各団体への補助及び施設の設置等に
 対する補助を行う。

園芸振興事業（政策）

農作物生産者及び生産団体
 等

06

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

花きの振興に関する法律、廃棄物処理法な

 ど

無

01

行政の関与

園芸（果樹）産地の整備強化を図るため、各種団体への補助等を行い、経営の安定を図る。

03

令和 3年度

補助事業

07 報償費
18 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

①農業経営基盤の強化

農林水産課

産業振興担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

当市の基幹産業である農業振興に繋がると考えられるため。

当市の基幹産業である農業振興に繋がると考えられるため。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

情勢に応じた効果的な事業の在り方を継続的に見直していく必要があるため。

産業活性化が減退するため。

事業内容によっては、国・県の支援の活用や市の上乗せ支援などが検討できるため。

R03年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

情勢によっては、国・県の支援制度へのシフトも有り得るため。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

園芸振興補助事業は、果樹野菜等の出荷販売対策や、新作物の特産化を促進させるための支援
であり、一部の生産者に限った事業ではないため。

      18.00       19.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

園芸振興補助件数
      25.00       25.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

補助申請件数

情勢に応じた効果的な事業展開をしていく。
果樹については、県の銘柄産地指定等を受けてる中、農家数は減少傾向である。国・県の支援
制度や市の第三者継承促進事業などの関連事業を活用するなど、産地の維持発展に努める。

元木　義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

園芸農家は減少しているが、関係機関と連携し、園芸農家のニーズに応じられるよう園芸振興策を検討すること。

松延　孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

園芸振興のため、農家の実情を把握して事業を実施すること。

件

      16.00       18.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

経営安定化を図った団体数
      25.00       25.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

補助団体数 件



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

3,321
80

4,546
88
147

1,571

4,670

       0.60

14,423

R02年度

8,679

9,753

0

1,964

7,789

9,753

2,672
94

5,201
88
0

2,288

4,670

       0.60

15,013

R03年度

12,727

10,343

0

2,406

7,937

10,343

0
0
0
0
0
0

0

       0.00

0

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

有害鳥獣による農作物への被害削減。

農作物被害の低減に向けた捕獲強化を実施するため、電気
 止め刺しや箱わなの導入経費の負担や、イノシシ（成獣）
の報奨金を増額。

有害鳥獣捕獲・対策
・霞ヶ浦地区　カモ・バン・オオバン１
 回、カラス２回、イノシシ２回
・千代田地区　イノシシ４回、カラス１
 回
・わな免許取得補助、鳥獣被害防止施設
 整備支援事業補助

【令和 2年度　事業内容】

有害鳥獣捕獲
・霞ヶ浦地区　カモ・バン・オオバン１
 回、カラス２回、イノシシ３回
・千代田地区　イノシシ４回、カラス２
 回
・わな免許取得補助、鳥獣被害防止施設
 整備支援事業補助

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

イノシシ、カモ、カラス、バン、オオバンによる農作物へ
 の被害を最小限に防ぐため、有害鳥獣捕獲等の対策を実施
する。

有害鳥獣対策事業（政策）

農業者

08

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に

 関する法律等

無

01

市民の関与

有害鳥獣による農作物への被害削減を図る。

03

令和 3年度

業務委託

07 報償費
10 需用費
12 委託料
13 使用料及び賃借料
17 備品購入費
18 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

①農業経営基盤の強化

農林水産課

産業振興担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

当市の基幹産業である農業振興に繋がると考えられるため。

鳥獣被害は行政と連携した地域ぐるみの対策が必要である。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

有害鳥獣捕獲の強化と併せて、捕獲に係る労力軽減策などが考えられる。

市内での有害鳥獣被害が拡大するため。

市としての対策は必要であり、既に他関係機関と可能な限り連携しながら実施している。

R03年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

国・県の補助事業を活用し一般財源等の抑制を図っているが、それ以上に鳥獣被害に対する要
望があると同時に農作物被害が深刻となっているため。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

市内全域から収集した被害・目撃情報、及び各地区からの要望をもとに捕獲対策区域を設定し
有害鳥獣捕獲事業を展開している。

     168.00      152.00        0.00

     686.00      707.00        0.00

当該有害鳥獣の捕獲数

当該有害鳥獣の捕獲数

     200.00      200.00        0.00

     800.00      800.00        0.00

捕獲数（イノシシ）

捕獲数（カラス、カモ、バン、オオバン）

引き続き、農業者・地域・関係機関と連携しながら、より効果的な事業展開をしていく。また
、イノシシ被害のほか、アライグマの捕獲頭数が増加傾向にあること。さらに、近年はハクビ
シンによる農作物被害も増加していることから、県及び猟友会等と連携し対策強化を図る必要
がある。イノシシ被害対策として、地域主導による事業展開を市が推進していき、地域ぐるみ
での対策強化や自衛などの認識を浸透されることで、より一層の農作物被害軽減に繋がると考
えられる。

元木　義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

全国的な課題である鳥獣被害については、当市にとっても深刻な問題である。両地区においても被害が相次ぐ状況であることから、豚
 熱対策と併せ有害鳥獣捕獲強化に努めること。また、捕獲のみの対策だけでなく、鳥獣被害防止柵設置支援事業を活用し、地域全体で
の対策強化を推進していくこと。

松延　孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

農業振興のため、継続して事業推進が必要である。特にイノシシについては、地域と行政が一体となり対策強化が必要である。

頭

羽

      51.00       21.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

農作物に対する被害の苦情
       0.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

苦情件数 件



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

0
1,139

0
255

1,193

12,452

       1.60

15,039

R02年度

4,119

2,587

0

1,221

1,366

2,587

2
1,664

19
0

2,262

12,841

       1.65

16,788

R03年度

5,329

3,947

0

137

3,810

3,947

0
0
0
0
0

12,413

       1.60

12,413

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

新規就農者や多様な経営体が確保されるとともに、担い手の経営拡大が図られる。また、農地の保全、遊休化の
急激な進行を食い止めることにつながる。

特になし。

・事業費助成型補助の遂行及び農業団体
の活動支援
・遊休農地対策等各種補助事業の遂行
・農林水産物等のブランド化の推進
・第三者継承の推進
・制度資金の利子助成
・環境保全型農業に対する助成

【令和 2年度　事業内容】

・事業費助成型補助の遂行及び農業団体
 の活動支援
・遊休農地対策等各種補助事業の遂行
・農林水産物等のブランド化の推進
・第三者継承の推進
・制度資金の利子助成
・環境保全型農業に対する助成

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

各農業団体への補助及び活動を支援する。農林水産物や加
 工品のブランド化を図る。潜在する担い手に対して農業経
営改善計画の認定を促し、担い手支援関係施策につなげる
 。

農業振興事業（政策）

・各農業団体
・認定農業者
・認定新規就農者

10

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

農業経営基盤強化促進法　等

なし

01

行政の関与

各事業に対する助成等を通じて、担い手の農業経営発展を支援し、認定農業者や認定新規就農者等、担い手の確
 保に寄与する。また、果樹園の第三者継承や遊休農地対策を推進し、農地の保全・有効利用を図る。

03

令和 3年度

補助事業

08 旅費
10 需用費
11 役務費
12 委託料
18 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

③担い手の育成と後継者の確保

農林水産課

農政担当・産業振興担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

農林水産業の振興（担い手の育成と後継者の確保、遊休農地化の抑制・解消など）に結びつい
ている。

本市の基盤産業である農業の振興を図るものであり妥当である。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

事業周知方法の見直し等により、制度の浸透を図ることで成果を向上させる余地はある。

担い手への直接支援が途切れることになり影響は大きい。

類似事業はない。

R03年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

すでに事業費や人件費が削減された状態であり、これ以上の削減は行政サービスの低下に繋が
る。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

農業の担い手に対する制度であるため、公平性は保たれている。

       5.00        5.00        0.00

       1.00        1.00        0.00

新規認定申請者の掘り起こし・担い手の経営改善相談会の開催回数
       3.00        3.00        0.00

       1.00        1.00        0.00

農業経営改善計画ヒアリング・個別営農相談会

第三者承継に向けたマッチング活動

担い手の経営発展や農地の保全・有効利用を図るため、事業費助成型補助制度により農業団体
活動、第三者継承促進事業（果樹）、遊休農地対策事業等への支援を継続する。

元木義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

本市の農業振興に欠くことのできない施策であり、事業としては現状維持が妥当である。

松延孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

活力ある産業の育成に必要な施策であり、現状維持が妥当である。

回

件

       6.00       10.00        0.00

       0.00        1.00        0.00

農業経営改善計画（認定農業者）の新規認定件数
      10.00       10.00        0.00

       1.00        1.00        0.00

農業経営改善計画の認定

第三者承継に向けた研修実施件数（新規）

件

件



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

1,351
193
223
10
116
185
200

2,335

       0.30

4,613

R02年度

3,112

2,278

0

185

2,093

2,278

1,438
313
280
0
93
732
0

5,837

       0.75

8,693

R03年度

2,833

2,856

0

732

2,124

2,856

0
0
0
0
0
0
0

5,276

       0.68

5,276

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

担い手の経営規模の拡大や新規就農者等の参入促進とともに、農地の集積・集約化が図られ、農地の有効利用に
つながる。

特になし。

農地中間管理機構からの委託を受け、農
 地の貸し手と借り手からの申し出の受付
やマッチングを行う。

【令和 2年度　事業内容】

農地中間管理機構からの委託を受け、農
 地の貸し手と借り手からの申し出の受付
やマッチングを行う。

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

農地中間管理事業の推進に関する法律に基づき、茨城県農
 地中間管理機構（茨城県農林振興公社）からの委託を受け
、農地の貸し手と借り手からの受付やマッチングを行い、
 担い手への農地の集積を図り、農業の生産営農向上に資す
る。

農地中間管理事業（政策）

農地所有者、農業者等

13

対象

01
06

継続　（平成26年度～　）

農地中間管理事業の推進に関する法律　等

農地中間管理事業の推進に
 関する法律　等

01

行政主体

農業経営の規模拡大を図ろうとする担い手や新たに農業を営もうとする者の参入により、農用地の利用の効率化
 、集団化及び高度化の促進を図り、もって農業の生産性の向上に資することを目的とする。

03

令和 3年度

一般事務

01 報酬
03 職員手当等
04 共済費
10 需用費
11 役務費
18 負担金、補助及び交付金
22 償還金、利子及び割引料

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

①農業経営基盤の強化

農林水産課

農政担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

農林水産業の振興（農地利用集積の推進など）に結びついている。

地域農業の振興を図るためには、将来的な農地の集積・集約化は必須であり、継続した事業の
実施が妥当である。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

より効果的な事業の在り方を検討することで成果の向上に繋がる余地はあると考えられる。

担い手の減少や遊休農地化など人と農地の問題において、課題を解決する手段となる事業であ
り影響は大きい。

類似事業はない。

R03年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

機構を活用した地域集積・経営転換に係る支援事業（機構集積協力金）は、県の10割補助であ
るため削減余地はない。また、機構から委託を受け会計年度任用職員を雇用しているため
人件費の削減余地はない。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

農地の集積・集約化を図る目的で実施され、協力者に対して一定の条件により協力金が支給さ
れるものであるため、公平・公正になっている。

       5.00        5.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

広報誌等による事業広報回数
       3.00        3.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

農地中間管理事業の広報

農地の貸借は、農地法、農業経営基盤強化促進法又は農地中間管理事業の推進に関する法律に
よるものがあるが、農地中間管理事業の推進に関する法律によるもの（農地中間管理機構を活
用）を推進する。また、担い手の農地の集積・集約化を支援し、農地の有効利用を図っていく
。

元木義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

将来にわたり農地の集積・集約化を進めることで、本市の農業振興に資するものであり、現状維持が妥当である。

松延孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

農地中間管理機構から委託を受け事業を実施するものであり、現状維持が妥当である。

回

      22.35       15.18        0.00

       0.00        0.00        0.00

同事業により新たに集積された農地面積
      31.72       31.72        0.00

       0.00        0.00        0.00

農地集積面積 ha



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

2,993

3,891

       0.50

6,884

R02年度

1,067

2,993

0

444

2,549

2,993

1,436

3,891

       0.50

5,327

R03年度

2,534

1,436

0

371

1,065

1,436

0

0

       0.00

0

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

家畜伝染病の予防、畜産関連商品の消費拡大。

無

・共励会への出品に対する補助
・家畜防疫事業
・肥育牛・酪農・養豚部等への補助

【令和 2年度　事業内容】

・共励会への出品に対する補助
・家畜防疫事業
・肥育牛・酪農・養豚部等への補助

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

各種共励会への出品の奨励や消費拡大対策、伝染病の予防
 検査・指導等防衛事業を行う。

畜産振興事業（政策）

畜産生産者等

03

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

家畜伝染病予防法等

無

01

行政の関与

畜産の振興を図るとともに畜産環境の改善を資する。

04

令和 3年度

補助事業

18 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

⑤畜産振興

農林水産課

産業振興担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

当市の基幹産業である農業振興に繋がると考えられるため。

当市の基幹産業である農業振興に繋がると考えられるため。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

情勢に応じて、より効果的な事業の在り方を見直すことで向上に繋がる。

畜産農家の情報共有の場がなくなり、畜産活性化の減退に繋がるため。また、家畜伝染病に対
する防疫低下が懸念される。

国・県の支援制度の活用や、情勢に応じた効果的な補助事業の見直しが考えられるため。

R03年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

情勢によっては、国・県の支援制度の活用や事業見直しが有り得るため。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

市内の畜産農家であれば、補助対象団体への加入は原則的に可能であるため。

       0.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

巡回指導や講演会の回数
       2.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

防疫・衛生指導

特定家畜伝染病発生時の迅速かつ的確な防疫体制を確立するため策定している「かすみがうら
市特定家畜伝染病対応マニュアル」を基に、発生時の防疫作業を円滑に実施するため、庁内周
知等を徹底し、発生に備えた体制整備に努める。近年では野生イノシシへの豚熱（CSF）感染
 地域拡大が懸念される。

元木　義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

防疫関連では豚熱(CSF)や鳥インフルエンザ、口蹄疫等、様々な問題があるため、県及び近隣市町、関係機関と連携を図り対策に努め
られたい。

松延　孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

家畜伝染病においては、畜産事業や社会的にも大きな影響を及ぼすので、防疫事業の推進・徹底が必要である。

回

       8.00       11.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

悪臭や糞尿による苦情件数
       0.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

苦情件数 件



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

20,674

5,448

       0.70

26,122

R02年度

23,915

20,674

0

0

20,674

20,674

35,087

8,950

       1.15

44,037

R03年度

24,034

35,087

0

0

35,087

35,087

0

0

       0.00

0

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

食糧自給率の向上、米価の安定、担い手の経営の安定が図られる。

特になし。

・水田の利活用（転作）に対する助成
・認定農業者への上記助成金の加算
・市推奨米助成
・輸出用米助成
・かんしょ生産拡大支援

【令和 2年度　事業内容】

・水田の利活用（転作）に対する助成
・認定農業者への上記助成金の加算
・市推奨米助成
・輸出用米助成
・かんしょ生産拡大支援

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

「ふくまる」の作付けに対して助成を行い、産地化を促進
 することで、特別栽培により育てられた【ふくまる厳選米
】を市のブランド米と位置付け高付加価値化を図るための
 支援をする。また、飼料用米、麦、大豆などの戦略作物の
本作化を進め、水田をフル活用するための支援や輸出用米
 等の新市場開拓用米への支援を行い経営所得の安定を図る
。

米政策推進事業（政策）

水田耕作者

03

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

担い手経営安定法　等

経営所得安定対策事業

01

行政主体

「ふくまる」の産地化を促進し、特別栽培により育てられた【ふくまる厳選米】を市のブランド米と位置付け高
 付加価値化を図るための支援をする。また、飼料用米、麦、大豆などの戦略作物の本作化を進め、水田をフル活
用するための支援や新市場開拓用米への支援を行い経営所得の安定を図る。

06

令和 3年度

補助事業

18 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

①農業経営基盤の強化

農林水産課

農政担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

農林水産業の振興（農業経営基盤の強化）に結びついている。

本市の基幹産業である米づくりの振興を図るものであり、妥当である。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

飼料用米・米粉用米を中心とした水田の活用を継続的に推進することと併せて、新市場開拓用
米への取り組みなどにより、米価の安定・担い手の経営発展に繋がる。

農家所得の減少に直接影響するとともに、飼料用米、麦、大豆など経営所得安定対策なしでは
経営が成り立たない品目も多く、不作付け等の結果として遊休農地などが拡大することとなっ
てしまう。

国や県の経営所得安定対策事業の動向（内容）によっては、市の類似事業との連携を図る余地
はある。

R03年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

経営所得安定対策事業（国費10割）の補助事業により会計年度任用職員を雇用しているため削
減の余地はない。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

農業の担い手に対する助成事業であり、公平性は保たれている。

       2.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

農家へのチラシ配布等による推進活動回数
       3.00        3.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

飼料米・奨励米の作付推進

主食用米から飼料用米・米粉用米への転換を支援する。また、多様な米づくりの推進として「
ふくまる」の産地化を支援し、付加価値を高めるため特別栽培米に対する支援を継続する。

元木義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

水田利活用（転作）への支援は引き続き必要である。また、主食用米である「ふくまる」については、市ブランド米の「ふくまる厳選
 米」として高付加価値化による所得安定を図るため、支援を継続する必要がある。

松延孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

国・県の動向を踏まえ、市の方針を明確にし、担い手にとって有益となる施策に誘導していく必要がある。

回

     108.07      115.36        0.00

      21.68       23.09        0.00

生産数量目標の面積に対する達成率
     100.00      100.00        0.00

      29.00       32.00        0.00

生産数量の達成率

「ふくまるＳＬ」の作付面積

％

ha



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

5,766

1,946

       0.25

7,712

R02年度

1,000

5,766

0

0

5,766

5,766

5,835

1,946

       0.25

7,781

R03年度

3,000

5,835

0

0

5,835

5,835

0

0

       0.00

0

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

土地改良施設の適正管理・長寿命化の促進。

無

・土地改良区等が実施する土地改良事業
 及び維持管理事業に対する補助

【令和 2年度　事業内容】

・土地改良区等が実施する土地改良事業
 及び維持管理事業に対する補助

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

土地改良区等が実施する土地改良事業及び維持管理事業に
 対し、補助金を交付する。また、県営事業で実施している
整備事業に対し交付金を負担する。

土地改良整備支援事業（政策）

土地改良区等

03

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

土地改良法等

土地改良助成事業
農地維持・資源向上対策事
 業

01

行政の関与

土地改良区等で実施する施設の維持管理に係る修繕等への対応力を確保することにより受益者の経営安定を図る
 。

08

令和 3年度

補助事業

18 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

②生産基盤と環境の整備

農林水産課

産業振興担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

農業生産基盤の強化に繋がると考えられるため。

農業生産基盤の強化に繋がると考えられるため。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

より効果的な事業の在り方を見直すことで、農業生産基盤強化に繋がるため。（土地改良区等
は国・県の事業検討を推進）

小規模な水利組合等の運営に影響があるため。

地域に応じて組織された土地改良区等に対する市独自の補助事業であるため。

R03年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

多面的機能支払交付金等の他補助事業を活用している組織については、当該事業の利用抑制が
可能であるため。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

組織規模が大きい団体は、土地改良法に基づく国・県補助事業を利用することができ、本事業
はその補助事業を利用できない小規模な組織に対する救済措置的な位置づけとなっている。

       6.00        0.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

小規模土地改良事業要望件数
       2.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

故障箇所数

農業水利施設等の約４割が今後１０年間で標準耐用年数を超過する見込みであるなど、土地改
良施設の老朽化が進行しているため、より効果的に事業展開をし、計画的な維持保全管理を推
進していく。

元木　義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

土地改良施設は老朽化が特に顕著であるため、破損及び機能不全等の際には早急な対応に努めること。また、国庫補助事業である農地
 維持・資源向上対策事業（多面的機能支払交付金）に振り分けて対応することも検討されたい。

松延　孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

土地改良施設は老朽化が進んでいることから、機能維持のため計画的な修繕が必要である。

箇所

       6.00        3.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

小規模土地改良事業整備件数
       2.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

整備箇所数 箇所



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

5,360

1,557

       0.20

6,917

R02年度

5,502

5,360

0

0

5,360

5,360

5,646

1,557

       0.20

7,203

R03年度

5,502

5,646

0

0

5,646

5,646

0

0

       0.00

0

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

土地改良区等の適正な運営を持続させる。

令和３年度中に農業用水水利権更新事業を交付対象事業に
 適用。

土地改良区等への事業費補助

【令和 2年度　事業内容】

土地改良区等への事業費補助

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

土地改良区等を構成する農家等の負担軽減を図るため土地
 改良区等へ補助金を助成し、地域の農地を維持し改良する
ための事業を推進する。

土地改良助成事業（政策）

土地改良区等

05

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

土地改良法等

土地改良整備支援事業
国営造成施設管理体制整備
 事業

01

行政の関与

農地を整備し、又は管理するために土地改良区若しくは水利組合、その他の団体（以下「土地改良区」という。
 ）等を組織する農家等の負担軽減を図り、運営の円滑化を図ることを目的とする。

08

令和 3年度

補助事業

18 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

②生産基盤と環境の整備

農林水産課

産業振興担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

土地改良区等の運営基盤強化等に繋がると考えられるため。

土地改良区等の運営基盤強化等に繋がると考えられるため。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

より効果的な事業に在り方を見直すことで向上に繋がるため。

土地改良区及び水利組合への運営に対する補助であり、組織運営基盤の維持に影響がある。

営農活動に対する市独自の事業であるため。

R03年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

補助基準の見直しにより、削減の余地がある。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

土地改良区等の受益面積単価を基準として算出しており、市内全域に効果が波及するため。

      21.00       21.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

土地改良区等事業費補助金申請件数
      21.00       21.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

補助申請件数

農家の高齢化や受益者減少の観点から、土地改良区等の合併を推進しつつ、効果的な事業を展
開していく必要がある。

元木　義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

農家の高齢化や農地集積等の問題からも、土地改良区の事業推進や合併に向けた取り組みを継続して実施すること。

松延　孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

土地改良区の合併又は事業推進については、慎重な対応をすること。

件

      21.00       21.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

土地改良区等事業費補助件数
      21.00       21.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

補助対応件数 件



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

500
12,560

2,335

       0.30

15,395

R02年度

14,560

13,060

0

9,100

3,960

13,060

500
12,560

2,335

       0.30

15,395

R03年度

13,060

13,060

0

9,100

3,960

13,060

0
0

0

       0.00

0

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

国営造成施設（出島用水機場関連施設）の適正な運営の維持
土地改良施設の多面的機能（景観形成、水害対策等）の促進。

無

霞ヶ浦土地改良区の管理する国営施設で
 造成された基幹的水利施設の管理体制の
整備、強化費及び施設の持つ多面的機能
 の啓発活動費に対し、補助金（国５０%
 ・県２０%・市３０%）を交付する。

【令和 2年度　事業内容】

霞ヶ浦土地改良区の管理する国営施設で
 造成された基幹的水利施設の管理体制の
整備、強化費及び施設の持つ多面的機能
 の啓発活動費に対し、補助金（国５０%
 ・県２０%・市３０%）を交付する。

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

県と市が連携し、国営造成施設を有する土地改良区の管
理体制の整備を図る。また、土地改良区の管理体制の整備
 を促進するため、推進事業・支援事業に対し負担する。

国営造成施設管理体制整備事業（政策）

土地改良区等

07

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

国営造成施設管理体制整備促進事業実施要

 綱・要領等

土地改良助成事業（政策）

01

行政の関与

国営及び県営事業により造成された農業水利施設のもつ多面的機能について、県と市が連携し、国営造成施設を
 有する土地改良区の管理体制の整備を図る。

08

令和 3年度

補助事業

12 委託料
18 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

②生産基盤と環境の整備

農林水産課

産業振興担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

土地改良の管理体制強化に繋がると考えられるため。

土地改良の管理体制強化に繋がると考えられるため。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

事業主体である霞ヶ浦土地改良区から市土地改良区連絡協議会へ実質的に業務が委任されてい
るが、事業主体により事業を実施できればより効果的な事業展開が可能である。

出島揚水牛渡機場の管理・運営が困難になる。

他補助事業と重複できない国庫補助事業であるため。

R03年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

出島揚水牛渡機場は運営開始から約３０年経過し、施設の老朽化が進行しているなか、今後の
施設整備補修費の増加や電気料金の見直し（燃料調整費の増）により管理運営費の増加が見込
まれる。

R04年度

□公平・公正である ■見直す余地がある

市土地改良区連絡協議会での運営を継続するのであれば、協議会構成土地改良区の合意形成が
必要。

       1.00        1.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

国営造成管理体制整備事業の推進事業・支援事業助成件数
       1.00        1.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

助成件数

市土地改良区連絡協議会としての運営体制の改善、または本来の事業主体である霞ヶ浦土地改
良区による事業実施に移行し効果的な事業を展開していく。出島揚水牛渡機場の長寿命化を図
るため、令和２年度に策定した施設の劣化状況等の機能診断、施設の機能を保全するために必
要な対策方法等を定めた機能保全計画を基に、計画的な整備補修を実施していく必要がある。

元木　義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

施設の長寿命化を図るために策定した機能保全計画等に基づき、適切な維持管理が図られるよう指導されたい。

松延　孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

円滑な事業推進により、基幹水利施設の維持修繕及び管理体制強化を図ること。

件

      73.00       87.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

国営造成管理体制整備計画に対する進捗率
     100.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

計画の進捗率 ％



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

3,817
104

3,502

       0.45

7,423

R02年度

4,104

3,921

0

1,572

2,349

3,921

0
104

3,502

       0.45

3,606

R03年度

104

104

0

52

52

104

0
0

0

       0.00

0

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

森林の保護及び児童・生徒の健全育成。

無

・森林愛護運動等に係る支援
・林道補修工事

【令和 2年度　事業内容】

・森林愛護運動等に係る支援

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

緑の少年団が実施する緑化活動に対し、支援を行う。

林業振興事業（政策）

緑の少年団

03

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

緑の募金による森林整備等の推進に関する

 法律

無

02

行政の関与

森林保護・緑化推進活動を通して、緑に対する愛護精神の涵養を図る。

01

令和 3年度

負担金

14 工事請負費
18 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

⑥林業振興

農林水産課

産業振興担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

豊かな学びと創造のまちづくり（教育の充実）に繋がると考えられるため。

豊かな学びと創造のまちづくり（教育の充実）に繋がると考えられるため。

R02年度

■余地がない □見直す余地がある

□影響がある ■影響がない

■統廃合・連携ができない □統廃合・連携ができる

活動意欲のある市内小学校が少年団を結成し実施しているが、新規での少年団設立は困難な
状況であるため。

限定された範囲での活動事業であるため。

公益財団法人県森林・林業協会が推進し、その連携を前提に実施しているため。

R03年度

■事業費の削減余地がない □事業費の削減余地がある
■人件費の削減余地がない □人件費の削減余地がある

公益財団法人県森林・林業協会が推進し、その連携を前提に実施しているため。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

活動意欲のある市内小学校が少年団を結成し実施しているため。

       4.00        4.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

緑の少年団補助要望件数
       4.00        4.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

森林愛護運動に係る補助要望

公益財団法人県森林・林業協会との連携による事業を推進。
林道災害を未然に防ぐために、林道の状態を随時点検し、必要に応じ県単林道事業等による林
道補修検討を随時行う。

元木　義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

環境教育の学びの観点からも、森林愛護運動に参加する団体の増加に努めること。

松延　孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

緑化推進活動を通じた児童生徒の健全育成を図るため、継続的に森林愛護運動を推進すること。

件

       4.00        4.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

緑の少年団補助対応件数
       4.00        4.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

森林愛護運動に係る補助対応 件



総　 事　 業　 費 （Ａ） ＋ （Ｂ）

職　　員　　人　　件　　費　（Ｂ）

職　　  員　　  人　　  工　　 数 

（　　　　参　　　　　考　　　　）

金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)金　 額　 (　千　 円　)

歳　 出　 計 （ 千　円 ） （ Ａ ）

訳

内

出

 節　（　番　号　＋　名　称　） 

歳

一　般　財　源　・　そ　の　他

県 　 　　支 　　　出  　　 金

歳　  入　  計　 （　 千　 円　 ）

源

【全体概要】

【関連事業】【目的】

事業類型

事業期間

市民協働

総合計画対象

目項
根拠法令

事務事業評価シート

款
会計

事務事業名

総合計画体系

要求区分
予 算 科 目

■事業費

財
国　 　庫　 　支　 　出　 　金

計画対象年度

事業

担当課係等

【期待される効果】 【対象者】

【特記事項】

現状把握の部（DO）

伸び率(%) 決 予当初予算額 当初予算額

0
0

429

1,557

       0.20

1,986

R02年度

1,376

429

0

0

429

429

1,026
4,000
416

1,557

       0.20

6,999

R03年度

15,382

5,442

0

0

5,442

5,442

0
0
0

0

       0.00

0

R04年度

皆減 皆減

0

0

0

0

0

水産資源の回復と漁業者の経営安定。

船溜樋門ゲート修繕について、工事に係る国の占用許認可
 手続きが長引き、令和４年度に繰り越し。

水産振興事業（各団体等補助金、わかさ
 ぎ孵化放流事業など）

【令和 2年度　事業内容】

・水産振興事業（各団体等補助金、わか
 さぎ孵化放流事業など）
・船溜樋門ゲート修繕工事

【令和 3年度　事業内容】 【令和 4年度　事業内容】

霞ヶ浦の重要な水産資源であるわかさぎ等の増産を図り、
 並びに水産業の振興と組合員の生活を守るための支援を行
う。

水産振興事業（政策）

水産業関連団体等

03

対象

01
06

継続　（　　  年度～　）

漁業法等

無

03

行政の関与

水産資源の回復と漁業者の経営安定を図る。

01

令和 3年度

補助事業

12 委託料
14 工事請負費
18 負担金、補助及び交付金

2．産業の振興で活力あふれるまちづくり

（1）農林水産業の振興

1　農林水産業

⑦水産業振興

農林水産課

産業振興担当

政策経費



目標

成果

指標

目標

目標

目標

単　位指　標　名

指標

活動

■指標
種類

評価の部（SEE）

①政策体系との整合性

実績

実績

実績

実績

【理由】

②行政関与の妥当性
【理由】

今後の改善方策や方向性

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

【理由】
④廃止・休止の影響

【理由】
③成果の向上余地

【理由】
⑤類似事業との統廃合・連携の可能

【理由】

⑥事業費・人件費の削減余地

【理由】
⑦受益と負担の適正化

改
善
方
策
・
方
向
性

　上記評価を踏まえた今後の事業の

１次評価（１次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　改革・改善の具体的内容（改革案・実行計画）

担当部長としての意見・考え方（１次評価者と同じ場合も記入）

２次評価（２次評価者として判断した今後の事務事業の方法性（改革・改善策））　　記入者：

　事業の目的が当市の政策体系に結
びつくか。

　この事業を市が行う理由は。税金
を投入して事業を行うことが妥当か
。

　成果を向上させる余地があるか。
成果が上がらない理由はあるか。

　事業を廃止・休止した場合の市民
への影響の有無とその内容は。

性
　類似事業との統廃合ができるか。
類似事業との連携を図ることにより
成果が期待できるか。

　成果を低下させずにコストを削減
できるか。
（仕様や工法の適正化、市民の協力
など）

　事業の内容が一部の受益者に偏っ
てないか。
　公平・公正になっているか。

改善方策・方向性を記入

■結びついている □見直す余地がある

■妥当である □見直す余地がある

水産振興に繋がると考えられるため。

水産振興に繋がると考えられるため。

R02年度

□余地がない ■見直す余地がある

■影響がある □影響がない

□統廃合・連携ができない ■統廃合・連携ができる

情勢に応じて、より効果的な事業の在り方を見直すことで向上に繋がるため。

産業の活性化や漁業者数の減退に繋がるため。

情勢に応じ、国や県の支援を活用するなど、より効果的な運用を目的とした各種補助事業の見
直しなどが考えられるため。

R03年度

□事業費の削減余地がない ■事業費の削減余地がある
□人件費の削減余地がない ■人件費の削減余地がある

情勢に応じ、国や県の支援制度の活用や事業見直しなどが有り得るため。

R04年度

■公平・公正である □見直す余地がある

水産業関係者（水産受益者）全体を対象とした事業であるため。

       2.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

補助事業申請の承認件数
       2.00        2.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

補助承認件数

国・県及び漁業関係団体等と連携し、情勢に応じた効果的な事業を展開していく。

元木　義和
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

ワカサギ等、水産資源の消費が伸び悩んでいるため、その消費拡大により水産業の振興を図られたい。

松延　孝之
□終了　□廃止　□休止　□統廃合　■継続（□見直し　■現状維持）

水産業の維持を図るため各種取り組みを行うこと。

件

      95.00       92.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

漁業組合員の人数
     100.00      100.00        0.00

       0.00        0.00        0.00

漁業者の人数 件


